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（ 要 旨 ） 

令和３年度から令和４年度にかけて検討が行われている新宿区の「第三次環境基本計

画」改定において、２０３０年度のＣＯ２削減目標を、国および東京都の削減目標にで

きる限り近づけるよう、引き上げてください。 
 

（ 理 由 ） 
 ＩＰＣＣ第６次評価報告書のうち第１作業部会報告書にあるように、気候危機は年々

深刻化しており、日本や新宿区においても、異常気象による洪水や健康・生活への影響

があらわれています。日本も、２０２１年４月に２０３０年度の新たな温室効果ガス削

減目標を発表しました。２０１３年度比４６％削減という目標ですが、「さらに５０％

の高みを目指す」こともあわせて言及されています。今後数年のうちには、それがさら

に引き上げられる可能性があります。 
東京都は国に先行して２０５０年ゼロエミッションを宣言し、ＣＯ２を含む温室効果

ガス排出量を２０３０年に、２０００年比で５０％削減する「カーボンハーフ」目標を

打ち出しています。この目標は基準年が２０００年のため、新宿区の目標として参照す

る際、２０１３年比に換算すると約６０％削減に相当します。東京都の目標との整合性

を踏まえた場合、新宿区のＣＯ２排出量は、２０００年度の２，７００メガトンから半

分の１，３５０メガトンに減らすことが必要です。これは、２０１３年度のＣＯ２排出

量３，２０１メガトンを基準にすれば、約５８％の削減に相当します。 
令和５（２０２３）年度から令和９（２０２７）年度までの政策の方向性を定める「第

三次環境基本計画」の改定では、今後国の目標が引き上げられる可能性も勘案し、また

東京都内でも温室効果ガス排出量の多い（５位）自治体の一つとして、国および東京都

の削減目標にできる限り近づけるよう、目標を引き上げる必要があります。 

 


